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1はしがき
後進諸国の経済発展において，租税政策が重要な役割を果すことは，いまさ
ら強調するまでもない。本稿は，租税政策とりわけ間接税が経済発展にどのよ
うに貢献をなすかという問題を検討するものである。後進諸国の経済開発と租
税政策の問題は，個々の国々の実証的研究として可能でもあるし，また必要で
もあるが，ここでは，一般的，原理的なかたちで検討してみたい。 、
後進諸国は，未開発国 undevelopedcountriesや低開発国 underdevel-
oped countriesと呼ばれてきたが，最近では発展諸国developingcountries 
あるいは開発諸国 developmentcountriesと呼ばれることが多いも。いずれ
もこれらは先進諸国 advancedcountriesと対比されているが， 両者を区別
する基準は必ずしも明らかでない。しかも後進諸国のなかには，比較的富んだ
国もあれば，また極めて貧しい国もあり，分類の問題を一層複雑にしている。
ベルンシュクイン E.M. Bernsteinによれば， 「後進国と判定しうる最良
の基準は，その国の実質的所得水準と一人当り実質所得の増加率である。要す
るに後進国とは，一人当り産出高が相対的に低く，生産能率の増加が，たとえ
あるにせよ極めて緩慢にしかない国をいう」と2)0 一般的には，経済的に貧し
いという点と，経済的な開発ないしは発展の可能性をもつという点が，後進諸
国に共通した特徴のようである3)。
しかしながら後進諸国の低い所得水準は，当然のことながら低い投資率を導
き，かくしてそれが再び所得水準の上昇を抑える結果となっているり。いわゆ
る後進諸国の貧困の悪循環の一つの側面がこれであって，低所得水準の谷間か
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ら経済を脱出させることを困難にさせている。かかる悪循環を断切る一つの方
法は，なんらかの計画的原理によって投資と所得の増加をはかることである。
後進諸国の開発計画といわれるものの一つがこれである。
後進諸国の開発計画には，それに応じた財政活動が要求される。この財政活
動の一つの面は，開発計画に直接結びつけられた行政活動である。後進諸国で
は，道路，鉄道，通信，電力，港湾，技術訓練施設などの経済的間接資本や，
さらには学校，病院，図書館，保健事業などの社会的間接資本の立ち遅れが目
立っている。これらは，ヒックスやカルドアによって社会的基盤 in~rastruc­
tureと呼ばれている。 これらの諸活動は， いずれも行政的，計画的におし進
められなければならない。
財政活動のもうひとつの側面， そしてこれが財政活動の本来的任務である
が，それは，かかる開発計画に要する資金の供給である。ヒックスによると，
開発計画に対する資金調達の方法は， (1)外国からの資金援助， (2)借入れ， (3)租
税収入の三つがあるが，租税収入以外の資金調達手段は， 「広汎な潜在的ちか
らを与えゼきたけれども，国内貯蓄を源泉とする場合にそれらは量的に余り重
要でなかったし，また外国からの資金援助の場合にそれらは，後になって面倒
な問題を起し，余り自由には利用できなかった」と・指摘されている5)。
従って租税という手段が，開発計画の資金を調達する最も重要なものとなっ
てくる。たしかに租税は，資金調達の手段として開発計画に直接的に貢献する
ばかりでなし同時に統制手段としても，経済的誘因をつくり出すうえにおい
ても重要な役割を果たす。後進諸国の経済的な悪循環を打開するためには，「徹
底的な課税と政府の開発計画とか必要である。この点に関しては専門家達の意
見がほとんど一致している」といわれている 8)。
かかる租税政策の切実な要求に反して，多くの後進国では，租税制度自体が
極めて立ち遅れている。租税構造は，大部分が偶然的なかたちで形成され，ま
た歴史的な単なる積み重ねによってかたちづくられてきた。従って，後進諸国
の租税制度は，みずからの経済開発をまかなうには余りにも不十分なかたちを
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みせているのである。かくして， 「多くの国々では，理想的な公正だとか，適
正な収入といったものに期待ができない。このことが同時に，後進諸国全体を
通じて収入制度の改善という問題を，経済進歩に必要な開発の遅れた問題の一
つとせしめている」のである7)。従って，後進諸国の租税政策には，二重の目
標がある。一つは開発計画のための租税政策の目標であり，他は租税制度自体
の改善の目標である。
以上のような租税政策の目標を念頭に置きながら，間接税の経済発展に対す
る役割を評価することが，本稿の主たるねらいである。この問題に接近するた
め， R. J. チェリアと U.K.ヒックスの研究を紹介し，それらを検討してみた
い。また検討に先立って，あらかじめ間接税概念について予備的考察を行なっ
てみたい。
(1) C/. U. K. Hicks, Development Finance, 1965, p. 1. 
(2) E. M. Bernstein,'Financing Economic Growth in Underdeveloped Economies', 
in Savings in the Modern Economy, ed. Walter W. Heller, 1953, p. 267. 
(3) ヒックスも，後進諸国に最も共通する特徴は，貧困と低生活水準である点を認めて
いる。これらの後進諸国のなかには，一人当り年間35ポンド以下（国によっては20ポンド
以下）の所得しかない極めて貧しい国々と， 80~150ポンドの所得をもつような国々が含
まれていると述ぺている (Cf.U. K. Hicks, op. cit., p. 3). 
(4) チェリア R.J. Chelliahは，大部分の後進諸国では， 年間10%以下の投資率しか
ないと指摘している (R.J. Chelliah, Fiscal Policy in Underdeveloped Countries, 1960, 
p. 25). 
(5) U. K. Hicks, op. cit., p. 38. 
(6) W. W. Heller,'Fiscal Policies for Under-developed Economies', in Taxes and 
Fiscal Policy'in Under-developed Countries, 1955, p. 1). 
(7) N. S'. Buchanan and H. S. Elis, Approaches to Economic Development, 19.55, 
p. 3. 
2 間接税の概念
U.K. ヒックスは， 「租税分析の術語」 (U. K. Hicks,'The Terminology of 
Tax Analysis', in. Readings切 theEco加 miesof Taxation, ed. by R. A. Musgrave 
and C. S. Shoup, 1959, pp. 214ー 226)のなかで，直接税・間接税なる分類は，租
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税の経済的分析のために十分でないことを指摘して，経済分析目的のために，
租税を，収入に対する租税 taxeson incomeと支出に対する租税 taxeson 
outlayに分類することが望ましいと主張している。事実， その後のヒックス
の経済発展と租税の分析に関する議論においては，かかる分類に甚礎を置いて
分析がなされている1)。
われわれの研究と同じ表題をもつダグラス・ドッサーの「間接税と経済発展」
(Douglas Dosser,'Indirect Taxation and Economic Development', in Government 
Finance and Economic Development, ed. by A. T. Peacock and G.Hauser,1963)の研究
の冒頭においても，同じく直接税・ 間接税の分類が問題とされている。そこで
は，従来の間接税のカテゴリーが，主として政治的，行政的観点から定義づけ
られ，経済分析の視角からみて，不明確だとされている。結局， ドッサー は，
間接税を生産物に対する租税 taxeson productsと定義して分析を行なって
いる 2)。
もちろん間接税について，その正しい定義づけをなすことが本稿の目的では
ない。けれども間接税に関して，一定の概念を明らかにしておくことは，分析
の第一歩として当然必要と考えられる。一般的には，売上税，取引税，関税，
消費税，印紙税などが間接税とみなされている。たしかにこれらを，行政的視
点から一定の基準で分類することは可能である。けれども，これらを経済的性
質に基づいて分類する場合，厄介な問題を生ぜしめる。
たとえば，周知の如<,転嫁に基づく分類については，転嫁現象が，租税の
もつ性質によるというより，むしろ租税の課せられた経済的事情に左右される
という論拠から，租税分類の基準として望ましくないとされている 3)。さらに
間接税といわれる租税に共通な経済的性質をなんらかの方法によって導き出し
ても，今度は，かかる性質が，直接税といわれる租税のなかに見出だされる場
合もある4)。
しかし間接税の定義に関する議論の多くは，その内容あるいは分類基準の問
題であって，その名称の問題ではない。従って間接税の分類基準をあらかじめ
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示しておけば，経済発展のための租税政策の評価のうえで大過はないと考えら
れる。
すでに指摘した如く，後進諸国の経済開発は，多分に政治的，行政的配慮を
通じて遂行される。その意味では，純粋な経済的分析の問題として，これを取
り扱うだけでは十分でない。従って，租税分類も経済的性質だけに着眼するの
ではなく，政治的，行政的意義をも考慮しなければならない。
これらの意味から，この研究では， 間接税を経済力の把握方法から定義し
て，経済力を間接的に表示するもの，たとえば消費高，取引額を標準として課
せられる租税を間接税とみなしたい。間接税をこのように定義づけることによ
って．第一に，資金調達手段としての間接税の特徴をとらえることができる
し，また第二に，間接税の経済的性質をも把握できる。すなわち，負担能力の
間接的把握という点で，課税が比較的単純であり容易である。従って高度の税
務行政技術を必要としないことが知られる。逆に，負担能力にそくした課税と
いう面では，それが間接的評価なるが故に不十分であることが知られる。
他方，経済的分析という面でも，かかる分類基準によって，収入にではなく
支出の面をとらえることが予想される。若干の異論は別としてs>,支出は一般
的に経済力を間接的に示す側面とみなすことができるからである。さらに間接
税は，どちらかといえば，政治的に操作が容易であると考えられる。換言すれ
ば，個々人の経済力にそくした直接税の課税は，経済力そのものに強く密着し
ている。それ故，経済力の面で低い後進諸国では，直接税課徴の経済的制約が
現われやすい。これに対し，経済力を間接的にとらえる間接税は，かかる経済
的制約を文字通り間接的にしか受けない。極端な例を示せば，直接税では，
100彩課税は考えることができないが，間接税では可能であるし， それが現実
に行なわれている。
そこで以上のような間接税の概念をふまえて，後進諸国の経済発展に対する
間接税の問題を検討してみたい。
(1) 「この目的のために，われわれは租税を簡単に二つの種類に分けることができる。
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すなわち outgoingsないしは outlayに対する租税と， incomingsに対する租税の二つ
である。 この区別は，広い意味では周知のイギリスの間接税と直接税の分類に対応する
が，この区別が経済的分類ではなくして行政的分類となっているので，それぞれの対応は
完全なものではない」 (U. K. Hicks, D印elopmentFinance, 1965, p. 69). 
(2) ダグラス・ドッサーの見解は，後進諸国の加速的な経済発展に対する間接税の役割
に，かなり否定的である。とりわけ外国貿易の依存や徴税の容易な点で後進諸国の間接税
依存度が高いという通念を，相関係数によって統計的に反論している。しかし，これは各
国（先進国をも含めて）の所得水準の順位と間接税依存度との相関関係であって、これに
基づいて必ずしも後進諸国の間接税依存度を確定することはできないと考える (Cf.D. 
Dosser, op. cit., pp. 129ー 130). 、
(3) Cf. H. Dalton, Principles of Public Finance, 1954, pp. 23-24. 
(4) この区分によると，イギリスの地方税にみられるような土地，家屋等に対する租税
は，かかる土地，家屋のサーピスに対する租税とみなされて， 「支出に対する租税」に分
類される。
(5) N. カルドアの提唱する総合消費税は， その理論的根拠の一つとして， 各人の支出
する能力に負担能力があるとみなしている。
3 R. J. チェリアの課税原則
後進諸国の租税政策手段として間接税の意義を強調しているのは， R.J. チ
ェリアである。彼の著書『後進諸国の財政政策』 (R.J. Chelliah, Fiscal Policy 
in Underdeveloped Countries, 1960)は，とくに間接税の分析に注目すべき価値が
あるとして，バード R.Birdゃォールドマン 0.Oldmanによって高く評価
されている1)。そこでまず，後進諸国の経済発展に対し間接税がいかに貢献す
るかを検討するため，このチェリアの所説を紹介することから始めてみたい。
すでに述ぺた如く，低所得水準，低投資水準という後進諸国の悪循環を打開
するためには，徹底的な課税と政府の開発計画とが必要不可欠である。かかる
観点に立ってチェリアは，経済発展のための租税政策の基本的目的として，共
同的貯蓄 collectivesavingと所得分配の平等化をあげている。
後進国における低投資水準の基本的原因は，国内貯蓄の低水準に依存する。
たとえば東南アジア諸国の個人貯蓄は，所得の 1~2%と推計されている2)。
また大企業は，国民経済の小部分を占めるに過ぎず，かつ企業貯蓄の多くは，
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農業，輸送，工業部面に向けられるより，むしろ商業や不動産の投機的な目的
のために投資される。従って，・後進諸国では，民間投資の育成よりも，むしろ
公共投資の増加を必要とする。市場のメカニズムより計画のプリンシプルによ
る経済発展の必要性の要因の一つは，ここにある。それ故，課税は，民間の消
費や投資を引き下げて，経済発展のために必要な資金を公共部門に移転する唯
一つの有効な手段として存在するのである。
さらに，後進諸国における共同的貯蓄つまり課税による強制貯蓄と公共投資
を望ましいものとする重要な理由がある。それは，所得の平等化という目標に
照した評価である。すなわち，もし経済が，民間投資の拡大を通じてのみ，そ
の発展を企図するならば，かかる所得の不平等は，むしろ拡大の方向に向うこ
とになる。民間資本形成は必然的に私的蓄積の増大をもたらすからである。従
って，後進因における資本蓄積の可能な方法は，公共部門を通ずる資本形成で
ある。かくして，課税は一方において公共投資を促進させ，他方において所得
の不平等を是正するために利用できるのである。
しかしながら，共同的貯蓄，公共投資は，それが大であればあるほど望まし
いというわけではない。換言すれば，かかる目的のため課税は際限なく行なわ
れてよいわけではない。チェリアは，ここで，かかる課税の限度について，二
つの点を指摘している。
第一に，後進諸国の租税政策の目標は，長期的には経済全体の貯蓄率を増加
させることであり，その意味では，上に述ぺた公共投資，所得の平等化の二つ
は短期的目標とみなしうる。従って，共同的貯蓄が，単に民間投資を公共投資
に転換させるに過ぎないようでは効果がない。つまり経済発展のために必要な
ことは，公共投資と民間投資の双方の合計が増加されなければならないという
点である。
第二に，課税によって吸収さるべきものは，経済的余剰であるという点であ
る。この経済的余剰は，一つは潜在的余剰，つまり遊休資源や資源の浪費とい
うかたちのものと，もう一つは，いわゆる基本的消費 essentialconsumption 
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を越えた部分から成る。 「いかなる社会ないし国家も，その経済システムが，
基本的消費を越えた余剰を生み出した時に，はじめて文明社会ないし文明国と
なりうるのである……•••後進諸国において，なによりも必要とされることは，
国民経済で生み出された経済的余剰を全面的に動員することである」 a)。
さて，かかる基本的消費の水準をどのようにして決めるかは困難なことであ
る。チェリア自身は「もちろん，この『基本的消費』という用語を正しく定義
することは不可能である。それは，すべての時代に一定ではないし，またすべ
ての国に同一のものでもない。しかし，それにもかかわらず，一定の社会，一
定の時代において，その量的，質的なかたちで，必要とされる基本的消費に関
して，大ざっぱな観念をもつことは可能である」とみなしている4)。
たしかに，いかなる社会においても，経済発展のためには，かかる経済的余
剰の吸収は必要不可欠である。社会主義社会においてもそれは決して例外では
ない。事実， 1920年代後半から30年代にかけての，いわゆる工業化段階におい
て，経済的余剰をいかに集中するかが重要な課題となった。
いうまでもなく，社会主義の場合には，経済発展のためにとられるべき政策
的武器が強力であり，かつその種類も多様である。チェリアの想定する経済制
度は，いわゆる混合経済であって，その限りにおいて，政策手段も制限されて
くる。混合経済の前提が，経済発展のための諸政策遂行上，どのような制限と
なって現われるかを検討するのは，興味ある問題であろう。これらの点につい
ては，後段における租税政策の評価の箇所で触れてみたい。
さて，経済発展のための租税政策に必要な課税の原則として，チェリアは，
次の五原則をあげている 5)。
(1) 経済的余剰動員の原則
(2) 能力原則ー一経済発展という目的に照して，この能力の内容は，経済発—
展に貢献する能力として把握される。
(3) 経済発展の成果による経済的余剰動員の原則――•経済発展政策の果実
を，課税によって集中することであり，とくに所得と消費の関係において，経
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済発展政策の結果生じた所得の増加が，消費の増加に向けられないようにする
ことが必要である。かくすることによって，貯蓄率の増分（限界貯蓄性向）を引
き上げる必要がある。
(4) 租税弾力性の原則ー一正確には，税収の所得弾力性の増大の原則であ
り，できうる限り，所得増加に対して累進的な税収をもたらすように租税の構
造をかたちづくるべきである。
(5) 公平の原則—経済発展の促進のためには，経済発展のための諸負担が
公平に負担されるようにしなければならない。
しからば間接税は，これらのプリンシプルに対して， どの程度有効である
か，また，経済発展のための諸要求に適応させるためには，どのような間接税
構造を必要とするか。チェリアは，これらの問題に対して次のように評価を与
えている 6)。
(1) 後進諸国において商品課税は，十分な収入を保証するため不可欠の手段
である。上述のプリンシプルを商品課税に適用するためには，奢俊品には高
率，大衆消費財には低率の課税を行なって，できる限り公平をはかるようにす
ることが望ましい。
(2) 経済発展のための租税政策として，間接税が望まれる重要な論拠の一つ
は，商品課税が，消費を制限し貯蓄を増加させる作用をもつという点にある。
(3) 商品課税は，現行の消費を削減することより，むしろ経済発展政策によ
って可能となる消費の増加を阻止する方向になされなければならない。大衆消
費財に対する課税は，経済的余剰の吸収という見地ではなくして，経済発展に
よって生じうる消費増加を阻止する見地から必要となる。
(4) 消費財を，必要品，非必要品，奢俊品の三種に分けた場合，課税によっ
てその消費を制限すべきものは，非必要品と奢俊品である。これらは共に，経
済発展の結果として生ずる消費の増加が向けられる生産物とみなされる。つま
り，経済発展の成果は，経済発展を促進しうる投資に向けられるべきである。
結局において，後進国のもとで，経済開発目的のため，間接税は， 1)公共
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投資の財源を調達するため， 2)奢俊品の消費を削減することによって国民経
済の投資率を引き上げるため， 3)貯蓄率の増分を増加する目的のために利用
しうる。そして国家は，かかる目的を達成するため資源や購買力を—定の方向
に転換させる。この場合，必要とされる転換の方法は，第一に，資源を民間経
済から公共経済部門へ転換させること。第二に，民間経済部門において資源を
消費財産業から投資財産業へ転換させること。第三に，需要を輸入品から国産
品に転換させることである。
第一の資源の転換は，いうまでもなく課税自体の効果を意味する。第二の資
源や購買力の転換は，差別的な間接税によって，すなわち奢俊品の重課と資本
財の免税を組み合わせたりすることによって行ないうる。さらに第三の購買力
や需要の転換は，輸入関税の操作によって達成できる。
かくして，間接税は，経済発展のために必要とされる目標を達成する手段と
して極めて有効な手段となりうると，チェリアは結論している。
(1) 「本書は，学位論文に基づいて若いインド経済学者が著したものであって，経済発
展のための財政政策の問題に関する一般的考察と，インド租税構造の慎重な評価ならびに
その改革の提案が含まれている。とくに注目に価いするものは，チェリアの間接税分析と
一定の投資を控除する所得税体系の主張である」 (Readigs暉 Taxationin Developing 
Countries, ed. by R. Bird and O. Oldman, 1964, p. 547). 
(2) R. J. Chelliah, op. cit., p. 55. 
(3) Ibid., p. 65. 
(4) Ibid., p. 65, f. n. 
(5) Ibid., ・pp. 84ー 85.
(6) Ibid., pp, 86-90. ・ 
4 U.K. ヒックスの間接税論
すでに指摘した如<,u. K. ヒックスは，いわゆる間接税を支出に対する租
税として把握している。従って，表題はヨリ正しくは支出税論とすべきだろ
う。しかし，分析の対象は，これを間接税とみなして検討しても重大な相違は
ないようである。かかる間接税が，後進諸国の経済発展にとって重要な役割を
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果していることについては， ヒックス女史自身も大いに承認するところであ
る1)。
U.K. ヒックスは，まず後進諸国の租税制度の欠陥， とりわけそれが十分な
収入を政府に保証しえない理由を次の三つの点に求めている2)。
(1) 政府に対する国民の信頼が薄いこと。
(2) 税務行政官の租税課徴に関する熟練が不足していること。
(3) 税法そのものが不備であること。
これらの欠陥を是正することは，租税制度全般の問題である。従って，経済
発展のためには，かかる制度の改善の問題をふまえたうえで，いかなる租税，
いかなる租税政策が望ましいかを検討しなければならない。それでは，租税が
経済発展に貢献すると考えられる側面は如何なる方向にあるか。ヒックスは，•
経済発展のための租税政策の目標として次の点をあげているむ。
(1) 経済発展のためには，政府の手に資源に対する支配権を移転せしめる最
も効果的な課税方法が必要となる。
(2) 民間貯蓄が低水準にあるので，公共貯蓄によってそれを補足しなければ
ならない。そのため課税によって，貯蓄が民間から公共へと移転せしめられる
必要がある。
(3) 極端な貧富の格差が所得の面で是正されることを課税の目標としなけれ
ばならない。
(4) 課税によって経済的刺激を促進させるようにすべきである。
(5) 課税によって消費財に対する圧力を統制するようにすぺきである。
以上五つの課税目標は，さきにあげたチェリアの課税原則と基本的には一致
する。けれどもチェリアの強調する経済的余剰の動員という点がヒックスには
みられない。またヒックスは，課税政策の目標として，民間貯蓄の公共貯蓄ヘ
の転換を強調しているのに対し，チェリアは，かかる転換の重要性を同じく承
認しているが，さらに，それが右から左への単なる移転だけではなく，国民経
済全体の貯蓄の増加を目標とすべきことを強調している。
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すでに述べた如く，後進諸国の開発計画にとって，その資金の調達手段とし
て間接税が重要であることをヒックスは認めている。しかしそれは経済的作用
としてよりも，むしろ租税収入としてであって，後進国で，・ 1)収入に対する
租税（直接税）の徴収が技術的に困難なこと， 2)また収入に対する租税を真剣
に導入せんとする努力が欠けていることから間接税が重要となるとヒックスは
みているヽ）。後進諸国のなかには，間接税収入が租税総収入の90彩に達してい
る国もあり，先進諸国と比べて著しい対照をなしている。
後進諸国の代表的な間接税としてヒックスのあげているものは，輸入関税，
内国消費税，売上税およびこれに類する租税，自動車や家屋等の一定の資本財
の使用に対する租税である。周知の如く，この最後の分類は，ヒックスの支出
に対する租税という間接税の分類から出てきたものである。そこで， U.K. ヒ
ックスに従ってこれらのさまざまな間接税が，さきに示した租税政策の目標に
対し，どの程度有効に作用するかを考察してみよう。
(1) 輸入関税の効果
周知の如く，間接税は，すべて多かれすくなかれ所得に対して逆進的に作用
する。従って，後進国の租税政策の目標の一つである所得の平等化に対して
は，逆の効果をもうことになる。もちろんこれは，奢俊品に対する重課，必要
品に対する軽課という，チェリアの主張した差別課税によって，ある程度緩和
することができるだろう。けれども，同じく課税政策の目標の一つとされてい
る消費の制限に対しては，かかる必要品の軽課は，かえって矛盾をかたちづく
ることになる。
かかる観点からみて，輸入関税は，経済発展のための租税政策遂行上，有利
な作用をもたらす。第一に，この輸入関税は，他の間接税もそうであるが，徴
収が比較的容易であり， 関税の徴収業務には， なんら専門的な技術は要らな
いこと。第2に，それが所得分配の平等化という観点からみて効果的であると
いうことである。 これは，いわば後進諸国特有の効果だともいえるものであ
る。これらの国々で輸入される消費財は，大部分が奢移品ないしはそれに準ず
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る商品であって，それがために，輸入関税は，所得の分配に有利に作用するの
である。さらに一般的論拠として輸入関税は，国内産業の保護のために望まし
い点が指摘できる。
(2) 内国消費税とこれに類する租税
後進諸国では，国内の製造業の範囲が狭いので，消費税を広汎に実施する可
能性はすくない。ただし，ビールやタバコについては，消費税を課税しうる最
もよい対象となっており，事実かかる対象に対する課税は，後進諸国において
例外なく実施されている。しかもクバコなどについては，その製造が二三の大
企業によって行なわれている関係上，課税や徴収が比較的容易である。
内国消費税については，経済開発が進むにつれて，次第に有利な歳入源とな
ることが予想される。ヒックスは，かかる内国消費税に対して，余り多くの期
待をもっていない。むしろ彼女は，消費税が経済発展のためにどの程度望まし
いかを，次に述べる売上税や取引税の政策いかんにかかっているものとみなし
ている。
(3) 売上税ないし取引税
ヒックスは，売上税，仕入税，その他各種の取引税の経済発展に対する役割
を検討している。売上税 salestaxと仕入税 purchasetaxとは，基本的に
は差異がないが，一般的に売上税という名称は，低率で広汎な商品に対して課
せられる租税をいい，仕入税は，比較的高率で，しかも限られた財に対して差
率的に課税されるものをいうのが普通である。それぞれの租税には，それぞれ
の用途があって，売上税の場合は，大衆消費のコントロールの手段となりうる
反面，必要品に対する課税によって逆進的課税のおそれが生ずるCこれに対し
て仕入税は，奢俊品等に高率課税をなすことによって，逆進度を緩和すること
ができるし，また特定財貨の消費を促進するために差率課税を利用することも
できる。
売上税や仕入税のもつこのような性格は，それを他の租税と組み合せること
によって，経済発展に貢献せしめることができる。たとえば，輸入関税と売上
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税とを組み合わせることによって，貿易収支を改善せしめることができる。す
なわち輸入関税はさまざまな事情から，それを引き上げることが困難であるの
に対して，売上税は，比較的容易に引き上げることが可能だからである。ただ
し，通常，輸入関税は従量課税が適用されるのに対し，売上税は従価課税が適
用される点を，とくに考慮に入れる必要がある。
• さらに売上税の実施に対しては，行政面において若干の困難な問題がある。
その一つは，後進諸国では，営業規模が細分化されており，またそれが極度に
遍在化しているのが特徴である。たとえば道端の露天商などに，かかる税を課
徴することは技術的に困難をともなう。他方，税務担当者の査定能力について
も不十分な点が存在する。しかしながら，これらの困難も経済発展が進むにつ
れて，漸次取り除かれることは明らかである。
次に，いわゆる取引税について述べると，これは，伝統的な意味では，それ
ぞれ生産過程，流通過程における財の総取引量に低率で課税されるもので，ぁ
る意味では，営業税 businesstaxともいえるし，また価格への影響という点
を考えると，それは総売上税 generalsales taxとして作用するものである。
かかる取引税は，他の租税と比較して，課税の計算も早く，かつ徴収も速やか
に行なわれ，税務行政が容易である。
他面において，一般的に取引税は，次の二つの欠陥をもっている。第一に，
課税の「累積化」 'pyramided'が現われることである。つまり各取引の段階ご
とに取引税が重複して課せられ，しかも取引段階の相違によって最終的な小売
価格が異なってくる。そのことによって， 第二の欠陥が導かれてくる。すな
わち企業は，いわゆる垂直的結合をなすことによって，取引段階を圧縮し，取
引税の課税を回避する傾向をもつようになることである。
しかしながら，取引税のもつこのような欠陥は，課税技術の改善によって，
ある程度是正することが可能である。つまり取引税の課税標準を総売上額とせ
ずに，売上額から仕入額を差引いたもの，換言すれば，付加価値額に課税する
というやり方を採用すれば，それが可能となる。これらの取引税は，税務行政
2n 
経済発展と間接税に関する一考察（佐藤） 633 
が極めて簡単であり，とりわけ後進諸国の資金調達手段として望ましいとヒッ
クスは主張している。
結論的に，ヒックスは，間接税は，後進諸国の資金調達手段として，大いに
推奨さるべきものであり，さらにそれは，大衆消費の統制手段として十分に役
立つと考えている5)。けれども，同時にそれが，経済開発のための資金調達手
段として完全なものだとはみなしていない。経済発展が進むにつれて，ヨ 1)望
ましい直接税形態ー一つまり収入に対する租税ー一-へと課税形態を転換するこ
とが望ましいと結論している6)。
(1) U.K. ヒックスは， 「開発国では先進諸国と比ぺて，支出に対する租税は歳入調達
手段として，はるかにずっと重要である」と述ぺている (U.K. Hicks, op. cit., p. 70). 
(2) lb絋， p.75. 
(3) Ibid., pp. 76ー 78.
(4) Ibid., p. 70. 
(5) Ibid.,. p. 83. 
(6) Ibid., p. 83. 
5 開発計画と間接税政策
これまでは， チェリアと u.K. ヒックスの間接税に関する所説を， 開発計
画に対する貢献という点に焦点を合わせながら検討してきた。チェリアの所説
は，主としてインドの経済発展を参照しているのに対し， u.K. ヒックスのそ
れは，もうすこし一般的な対象をもっている。従って，双方の結論は，おのず
から異なってくる。しかし主要な論点は，大体一致している。要約すれば，後
進諸国において，間接税は，行政的には課税が容易であり，国庫的には十分な
財源を保証し，さらに国民経済的には消費を抑制し貯蓄を促進する性質をも
つということである。
しかしながら，経済発展のための資金調達上，間接税が万能でないという点
は，いずれも意見の一致をみせている。とりわけチェリアは，間接税の価格に
対する作用と分配に対する作用を詳しく論じている。前者は，租税理論上のい
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わゆる租税転嫁の問題であり，後者は，租税負担の公平の問題である。そこで
間接税の価格効果と分配効果についてチェリアの所説を検討してみよう0。
(1) 間接税の価格効果
特定の商品に対する租税が，その商品の価格を上昇せしめることによって，
負担を消費者に転嫁せしめるという命題は，いわば伝統的な租税転嫁の議論と
して承認されてきた。かかる場合の価格の変化は，周知の如く，課税商品の需
要の弾力性ないし供給の弾力性に依存している。かりに供給が極めて弾力的で
ある場合を仮定すると，課税商品の価格は，いずれも騰貴する。この場合，課
税商品の需要弾力性が小であれば，価格騰貴の割合は大となり，逆の場合は小
となる。従って必要品に対する課税は，価格騰貴が大であり，奢俊品に対する
課税は，価格騰貴が小である。このようにして必要品課税の逆進性が理論的に
導きだされている。
これらは，いわゆる部分的均衡理論に基づくものであって，一般的均衡理論
の観点からは，異なった結論が導きだされる。とりわけ売上税などの場合，部
分的均衡理論からは，十分な結論が引き出されないといわれる。一般的均衡分
析から導きだされた結論からすると，売上税は，前転するよりむしろ生産要因
に後転するとみなされる2)。
しかしながら，かがる結論に対してチェ．リアは反論している。すなわち，生
産要因が売上税の負担をなし，それによって，むしろ生産物の価格の低下を招
くという議論は，売上税によって徴収された財源が経費として支出されないと
いう前提に基づくものであって，それを考慮に入れれば事情は異なってくる。
しかも開発計画のための財政支出は，その多くが消費財需要には向けられず，
生産要因の購入に向けられる。かくして，生産物の価格は上昇する傾向をも
つ。それ故， 「一般売上税の課税が物価の上昇をもたらすという伝統的な結論
は，基本的には正しいと思われる」とチェリアも価格の上昇作用を認めてい
るむ。
(2) 所得効果
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租税の所得効果は，一つには租税負担の帰着の問題であり，もう一．つは所得
の平等化の問題である。間接税が，課税商品の価格の引き上げその他の方法に
よって消費者に負担を転嫁するとすれば，当然のことながら，消費者の実質所
得は引き下げられる。租税負担という言葉は，結局においてかかる実質所得の
減少を意味する。
後進諸国の現実的仮定の下では，すでに述べた如く，一般売上税は価格の上
昇をもたらす。従って，かかる租税は，消費者に転嫁し，かれらの消費に比例
して負担することになる。従って，消費者の所得の不平等を前提とすれば，一
般売上税の帰着は逆進的となるといえるだろう。もちろん，差率的な売上税を
実施し，奢俊品に重課するようにすれば，かかる逆進性は緩和できるだろう。
けれども「いずれにしても，所得が増加するにつれて，貯蓄する割合いは通常
ヨリ大となるという周知の事実からして，総所得という点からみてかかる売上
税の負担は逆進的となるだろう」とチェリアはみている0。
しかし興味あることに，チェリアは，かかる間接税の逆進性の考察は，さき
の価格効果の場合と同様に，税収の使途を考慮しない点で不十分であるとして
いる。すなわち売上税の逆進性は，経費から生ずる便益と合わせ考えられなけ
ればならぬと主張し，もし課税によって調達された公共投資が，低所得階層に
有利な方向に向けられるならば，かかる逆進性は投資から生ずる便益によって
相殺されるとみている。とりわけ開発政策において政府が，かかる投資の方向
を意識的におし進めることによって，売上税負担の逆進性を是正しうるし，さ
らには間接税課税による生活水準の低下も，一定の時間的経過を通じて是正せ
しめうると考えている。
チェリアにいわせれば，さまざまな階級の経済的地位は，経済発展の場合，
租税政策に依存するよりむしろ公共投資政策に依存するのであって， 「いうま
でもなくこの種の極端な例はソ連邦の場合である。ソ連邦の場合，一般大衆の
生活水準を引き下げてきたところのものは，ソ連邦の取引税ではなくして，ゴ
スプランによって定められた投資計画による実質資源の基本的配分である。ソ
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連邦の取引税は，供給可能な消費財の貨幣価値を，消費財に対する貨幣的需要
の予想される水準まで引き上げる単なる手段に過ぎない」と5)。
チェリアのソ連邦取引税に対する観念は，従来の西欧学者の所説に従ったま
でのことだが，ここで取引税が，わざわざ例証として引き合いに出されている
のは，決して偶然ではないように思われる。というのは，これまで述ぺてきた
経済発展と間接税の役割という問題と類型的には全く同じ問題が， ソ連邦の
1930年前後の時期に存在していたからである。そこで経済発展と間接税という
観点からソ連邦の取引税について検討してみよう。
(3) 取引税とソ連邦経済発展 ・
経済体制の相違ということ一一そしてこれは根本的な問題だが一ーをいちお
う考慮の外に置くとすれば，経済発展と取引税の問題を検討するうえに，ソ連
邦取引税の経済的役割は考慮に価いするといえる。
周知の如(,1928年から開始されたソ連邦の五ケ年計画は，国の急速な工業
化を目指すものであった。換言すれば，革命前から受け継いだ後進国的経済を
社会主義的計画経済によって開発せんとするものであった。 この時期におい
て，当然のことながら，国の工業化に必要な財源を集中的なかたちで国家の手
中に確保することが必要不可欠となった。かかる集中的資本蓄積の方法とし
て，当時二つの手段が討検されていた8)。その第ーは，それまでの租税をすべ
て廃止して，それを単一利潤税に統一すること。第二は，従来の租税をすべて
取引税一本にまとめることであった。
1930年代初期のソ連邦経済の実情のもとでは，第一のやり方は実行不可能と
思われた。それは，なによりも社会主義企業の蓄積水準が低位にあったためで
ある。また，利潤税は，消費税などと異なって，その課徴が容易にできないか
らである。というのは，かかる直接税課税には一定の税務行政技術が前提とさ
れ，かつ利濶の計算．という事後的結果を待たねばならず，従って迅速な収入を
望むことができないからである。
かくして， 「利潤に依存せず財貨の売上額に依存する或る種の取引税が，
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1930年代初期の主要な予算収入源とならねばならなかったことは明白である」
7)。それ故， 30年代初期のソ連邦経済学者は，その多くのものが，第二の方法
つまり取引税を通ずる資本蓄積に賛意を表したのである。ただし，社会主義企
業のすべての利潤を，取引税形態で国家の手中に蓄積することは，企業の経済
計算制の立場から望ましくないと考えられた。それ故，一定の利潤を企業に残
し，その利潤に基づく利潤控除を残存せしめることにした。
このようにソ連邦の取引税は，社会主義的工業化にともなう資本蓄積の手段
として1930年に出現したのである。その機能の面において取引税は，生産財部
門への国家投資によって生ずる消費財需要の圧力を消費財価格の操作によって
取り除くと同時に，それが消費財産業部門の諸企業に，不均等なかたちで蓄積
されることを阻止したのである。
それでは，社会主義経済制度のもとでは，さきに述べた間接税の欠陥が生じ
ないだろうか。もちろんソ連邦の取引税は，その本質においてもまたその形態
においても，これまでに議論されてきた間接税とは異なっている。従って，こ
れらをそのまま比較することは困難であろう。けれども間接税の価格効果，所
得効果という点では，なんらかのかたちで社会主義経済でもありうると考えら
れる。
第一の価格に対する作用という点で，ソ連邦取引税は，予想される結果を生
まない。というのは，ソ連邦の価格自体が，計画的に公定されているからであ
る。逆に取引税は，価格の計画的形成の結果生み出されるともいえる。また第
二の所得に対する逆進的負担という面では，財産所得，不労所得の廃止という
いわば，所得の本源的獲得過程の時点で不平等が是正されるたてまえになって
いるので，租税その他のかたちで追加的に再分配する必要は比較的すくないと
いえる。従って逆進的負担の問題は，想定されているほど重大な問題とはなら
ない。
以上の如きソ連邦経済発展と取引税の関係は，現段階の後進諸国の開発計画
と課税の問題に多くの示唆を与えているものと考えられる。その第ーは，開発
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計画において価格統制に対して確固とした政策をもつということである。課税
によって商品価格が騰貴する場合， たとえば費用逓減の供給曲線を想定すれ
ば，課税額以上の価格の騰貴が起ることになる。また課税によってまかなわれ
た公共投資が，消費財生産以外の部門に向けられるならば―そして開発計画
のための投資は，その多くがかかる性質をもっている―公共投資の性格自体
のために生産物価格の上昇を招来する場合もある。物価の騰貴によって与えら
れる消費者の実質的所得の減少を課税額に対応させ，それ以上の部分を私的に
占有させないような何らかの措置が要求される。
第二は，所得分配に対する考慮である。この点に関しては，所得課税の強化
による再分配政策によって一部可能となる。しかし所得課税の強化は，開発計
画の主導因たる貯蓄の推進を阻止する傾向がある。また，たとえ貯蓄に対する
考慮が租税構造のなかに採り入れられたとしても，今度は貯蓄の利用の面，っ
まり民間投資の方向に対し何らかの規制が必要となる。経済発展のためには公
共投資が先導されるという前提が承認されるとすれば，投機的なかたちで獲得
された財産所得や不労所得に対し，課税以外の方法を通じてそれらを抑制する
措置が必要となるだろう。
R. J. チェリアの課税原則にみられる経済発展の成果による経済的余剰動員
の原則は，以上のような措置によって支持されて始めて十分となりうると考え
る。チェリアも u.K. ヒックスもともに認めている如く s), 後進諸国の経済
発展は，市場的諸力を通じてよりもむしろ政策的手段を通じて達成される。後
進諸国の開発政策において間接税が重要な役割を果す理由の一つは，間接税が
政策的に操作し易い性質を持っていることに起因する。経済発展に要する資金
蓄積を間接税に依存させるか直接税に依存させるかは，一つには必要とされる
開発計画のテンポによると同時に，その国の経済的余剰の水準いかんによると
いえる。
むすびに代えて以上の点を強調しておきたい。
(1) Cf. R. J. Chelliah, op. cit., pp. 94-105. 
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(2) Ibid., p. 97. 
(3) Ibid., p. 100. 
(4) Ibid., p. 104. 
(5) Ibid., p. 104. 
(6) R. W. デイピィスによると， 1929年には， もう一つの手段つまり取引税と利潤税
の双方を残すという議論があった。結局この方法が30年代の資金蓄放に採用された (Cf・
R. W. Davies, The Development of the Soviet Budgetary System, 1958, p. 211)。
(7) Ibid., p. 212. 
(8) チェリア自身は，混合経済の基盤に立った開発計画を想定しているが，とくに「政. .. . . . .  . 
府が，市場的諸力を無視して，社会的利益によって投資の型を統制し修正しはじめる時
は，課税後の貨幣所得の型は，それぞれの階級の将来の実質所得の相対的地位を決定する
唯一つの要因ではなくなる」とみなしている (R.J. Chelliah, op. cit., 105)。
また U.K. ヒックスも「経済開発は，経済的側面だけでなく，社会的，再分配的側面
をもっている」とみなしている (U.K. Hicks, op. cit., p. 1)。
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